






わが国の行政手続 に関す る法制度の改革の変遷 とその動向は,つ ぎの ようであった。
(1》わが国の行政法 においては,戦 前 は,国 民の権利利益を保護 するた めの行政手続理論 が展開 さ
れる素地 は存在 しなかったが,戦 後,ア メ リカを中心 とする連合国によりわが国の法制度の改革が行
われ るに伴 い,わ が国の研究者 もアメ リカ行政法理論の研究に目を向 け,ア メ リカ行政法の特色であ
る行政委員会 を中心 とした行政手続論 についての研究が進め られた。
② 昭和21年9月,第 一次吉田内閣の ときに行政運営 の基準 として国家行政運営法 とい う法律 を制
定すべ きで あるとい う考 えが拾頭 し,昭 和23年2月の芦 田内閣の ときに臨時行政機構改革審議会の勧
告がなされたが,行 政手続 の問題 は具体的には とりあげ られなかった。
(3)昭和25年10月に連合軍総 司令部の示唆 により法制審議会 に行政手続法部会 が設 けられたが,政
府に熱意がな く,行 政手続 は問題 とされな くなった。
(4)第13回国会(昭 和26-27年)に議員提出法案 として行政運営法案が提出 されたが審議未了 とな
った。 この法案 には適正手続 を中心 とす る手続法の考えはみ られなかった。
㈲ 行政審議会の運 営部会 は,昭 和28年7月,国 家行政運営法案要綱(試 案)を 発表 した。 この要
綱には1カ 条 「聴聞」 に関す る規定があったが不備不徹底であった。
⑥ その後行政手続の問題は正式にはとりあげられず,むしろ事後救済としての行政事件訴訟法の
検討が始 め られ,昭 和37年10月に,行 政事件訴訟法 と行政不服審査法が成立 した。
(7)日本公法学会 は,昭 和35年10月,正式に 「行政手続」の問題 をとりあげ,田 中二郎博士が 「行
政手続 法の諸問題 」,中村弥三次博士が 「聴聞制度の比較法学的考察」 という報告 を行 った。 これは,




(8)昭和37年2月,第一次臨時行政調査会が設置 され,行 政手続の整備改善の任;務を担 当した。
(9)東京地裁は,昭 和38年9月,個人 タクシー事件 について行政手続 の観点から判断 を下 し,さ ら
に同年12月,群馬 中央バス事件について,当 該処分が 「適正 な手続」で行われたか否 か とい う点か ら
裁判所が介入す ることがで きるとし,「適正手続」の立場 か ら行政事件 に介入す る場合の一つの方向
を示 した。 しか し,こ の見解 は,4年 後 に東京高裁 により全面的 に=否定 された。
⑩ 昭和39年2月,第一一次臨時行政調査会は行政手続法草案 を提出 した。一・この草案の基本方針 は,
具体的には,(イ)「公正な行政」ない し 「行政における公正」を確保す ること,す なわ ち,行 政庁 の処
分 により不利益 を受ける国民が十分 にその立場 を主張で きるように,手 続的な保障制度 を整備するこ
と,@「 民主的な行政」を確立すること,な どであった。 しか し,こ の行政手続法草案 は,行 政府及
び一般国民の適.71:手続 についての理解が不十分であった ことな どの理 山か ら,実 現 しなか った。
(11)昭和40年代 においては,第 一次臨調が提言 した 「行政手続法草案」を法律 として制定 し具体化
す るということはなか ったが,高 度経済成長 か ら派生 した公害環境問題 を解決するために,行 政手続
の理論が住民参加 とい う形で実践 に移 されつつあった。
⑰ 昭和50年代 においては,住 民参加 と行政手続を結合 させ る理論が展開 されたが,具 体的には苦
情処理制度とか情報公開制度といった新しい考え方が外務省機密漏洩事件などを契機に法制座上議論
され るよ うにな った。
第二次臨時行政調査会は,「臨時の専門的な調査審議機関」 を設置すべ きことを提案 し,「公正で民
主的な行政運営 を実現 し国民の権利,利 益 を保護するための行政手続を整備す ることが」必要である
とした。 しか し,こ れ は行政手続 の検討の見直 し的な性格 を有 し,昭 和37年の第一次臨調時代 に逆戻
りした感が ないわ けではな く,行政側の行政手続 に対 する対応が消極的で あるこ とを示す ものであっ
た 。
(13)第二次臨調の答 申に基づ き,昭 和60年6月から総務庁に設置された行政手続 法硯究会は行政手
続法の検討 を開始 した。 この研究会 は,ア ンケー ト調査 を実施 し,実 務上 の検討 を行い,外 国の行政
手続法制の動向について も調査,研 究 し,そ の成果を平成元年10月「行政手続法(仮 称)要 綱案」 と
して公表 した。 そこで は,直 接国民の権利義務に関係す る分野の処分手続 と行政指導 についての手続
が検討 された。 その処分手続の うち,侵 害処分について,比 較的厳格 な事前手続 を一律 に適用するこ
とと し,ま た弁明手続 やよ り慎 重な手続 としての聴聞手続 の適用 され る場合 を明 らかに した。 さら
に,行 政手続の多様性 という観点 か ら,統一法で一般 的に規定す ることが適切でない事項及 び事前手
続 を定 めることが適切 でない事項 な'どの行政手続法の不適用事項 につい ても具体化 した。
行政手続法 についてこの ような検討が行われるとともに,他 方,公 的規制緩和 の推進が求め られて
いた。 とくに,第 二次臨時行政改革推進審議会の公的規制緩和等 に関する答 申(昭 和63年(1988年)
12月1日)は,公 的規制見直 しについて基本的な考 え方 を示 し,(1)公的規制全般 を通 じ,そ の基準や
手続 の明確化 を図 り,制度,運 用全体 にわた り透明性,公 平性 を確保する ことは,国 内的にも国際的
に も,わ が国 として積極的 に進め るべき重要な課題であ るこ と,(2)事務手続 の簡素化,迅 速化 を図
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り,申請者等の負担軽減 を図ることが国民の強い要請であること,㈲ 行政指導については,そ の透明
性 と公平性が欠如 し,行政指導の基準や責任の所在が不明確であり,相 手方が不測の損害を被 った場
合の救済手段が欠如 していることな どの弊害を是正するため,行 政指導の濫用 を厳 し く抑制 する こ
と,(4)行政指導の一般的な基準や行政規範等を示 した り,行 政処分につながる可能性のある行政指導
につい ては,そ の内容 をで きる限 り具体的 かつ 明確 な もの とす べ き こ と
,な どを提 言 した。
(14)約1年後の平成元年(1989年)に同審議会は,「公的規制の:在り方に関する小委員会の報告」
において,「個別法を超 えた行政手続 に関する基本的ルールを確立 すべ く,手 続法制の整 備に向けた
検討作業 を早期 に本格化 させ るべきである」 と指摘 した。 この ように公的規制緩和 の推進 と連動 し
て,行 政手続 法制の整備の重要性が認識 され,法 制化の動 きが一・気 に加速 された。
平成2年(1990年)4月の第2次 行政改革審最終答申においては 「行政手続の内外への透明性の向
上 公正の確保等を図 るため,処 分手続等に関 し,法制の統一・的な整備に向 けて,専 門的な調査審議
機関を設置 して,検 討するとともに,早 期に結論 を得て実施に移す もの とする。」「これ に際 し,行 政
指導に関する手続的な規制及び事後救済制度について も検討する」 ことが提言され,同 月,そ の提言
を実施 に移す ことが閣議決定 された。
(i.)平成2年(1990年)10月31日第3次 臨時行政改革推進審議会 が発足 し,同審議会 の下 に 「公
正 ・透明な行政手続部会」が設置され,行 政手続法案の本格的検討が開始 された。
この部会では,{1)これ までの行政手続法に関する研究 ・検討の経緯 についての概況説 明,(2)アメ リ
カ ・ドイツ ・フランス等の諸外国における行政手続法の内容の紹介,(3;行政手続のR的,迅 速性 ・簡
素化の要請,情 報公開制度 との関連,一 般法たる行政手続法 と個別の法律 との関係,(4)行政手続法 と
して整備すべ き手続,(5)地方公共団体の行 う手続の問題等についての討議が行われた。
また,10の省庁 に対 してヒア リングを実施 し,各 省庁の見解 を踏 まえて,申 請 に係 る処分の手続,
侵害処分の手続,行 政指導の手続について検討 を進め,行 政手続法要綱案の試案 を作成 し,こ の要綱
案 を各省庁に配布 した。 この案に対 し,部 会に設置 された小委員会 を中心に17省庁の ヒア リングを実
施 した。その主な目的は,各 省庁が所管する法律で行政手続法の適用除外 を希望する法律 を調査する
こ とで あ っ た 。
その後 「行政手続法要綱案(第1次 部会案)」が公表 された。そ して平成5年(1993年)11月12日
に 「行政手続法」(法律88号)が制定された。
B)ア メリカの行政手続法制の動向
(1)アメリカの行政法理論が一層の発展を示 したのは,1929年に発生 した世界恐慌 を解決するため
のニュー ・ディール政策の実施のために多 くの行政機関が設立 された ことを契機 としている。
裁判所が委任立法を合憲 と判断す るようになった理由の一つは,行 政を担当する行政官の専門的知
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識 を裁判官が尊重 した ことにあ り,裁 判所が行政権 に対 する介入 を制限するのに伴って,行 政権が拡
大 していった ということができる。 これは,一う田か らみれば,行 政の専門的問題についての裁判官の
知 識 の欠落 に起 因 してい る とい っ て よい(BoardofTrade、7.UnitedStates,314U.S.534,
548(1942))。
しかし,こ のような行政権の拡大 に対 し,そ の抑制的機能 を果 したのが,1946年の連邦行政手続法
である。 この連邦行政手続 法は,行 政機関が行政処分 を行 う場合 に遵守 しなければな らない最小限の
基準を定 め,そ の基準が遵守 されたか否かの点について裁判所 が審査す ることを認 めている。 この行
政手続法の制定 について,最 高裁 は行政権の拡大 を是正するの に適切 である と指摘 してい る(Wollg
SangSungv,McGrath,339U.S.33,36(1950))。す な わ ち,こ の よ う な 行 政権 の 拡 大 を抑 制 す る機 能
としての行政手続 の意義 を十分 に知 ってお く必要があ る。
(Z)アメ リカの行政手続 の動向1946年 に連邦行政手続法が制定 された理由は,行 政機関が恣
意的な行政処分 を行わないように規制 しようとす るところにあったが,し か し,こ の行政手続法 には
抽象的な規定 が多いため,行 政官 に裁量の余地 を多 く認 めているのではないか とい う批判が なされ る
にいた った。 とくに,最 近のアメ リカにおいては,社 会的経済的危機 を解決するために,行 政官への
依存度が増大 し,そ れ と共に行政機関の活動 を公開すべきである とい う主張が高 まっている。
この ようなアメ リカの行政の変 化は,行 政法の分野 で も,(1)行政機関 により公布 された規則の急激
な増加,(2精報自由法 と行政機関会議公開法が制定 された ことによる新たな紛争 の発生,(3)行政処分
に対 する国民参加 を認 める新 しい法律 の出現,な どの点に現われてい る。 この中で注 目すべ き課題 は
情報白山法の制定 である。
(3)アメ リカ の情 報 自 由法 の動 向 一 「情 報 の 自 由 に関 す る法 律 」(FreedomofInformation.
Ad.Pub.L.No.89・487,80Scat,250(1960))は,国民 が ま ず 国 家 の'ilゴ報 に接 近 す る こ とが で き な け
れば,適 切な責任行政 は保障 され ない という考 えに基づいている。本法は,19]6年の連邦行政手続法
第3条 の改正 法 として,1966年7月4日 に制 定 され,1967年7月4日 か ら施行 され た。
連邦行政手続法 は,行 政機関の情報 を国民が入手 し易 くす るた めの規定 を設けていたにも拘 らず,
政府職員は 「公共の利益のための秘密」,「専 ら内部管理 に関する事項」,「相当の理由にi基づ き秘密 を
要する事項」 とい う抽象的概念 を利用する ことによ り情報の提供 に消極的であった。 このため,行 政
庁の情報の公開 は不徹底 で あった。そ こで,議 会 は1950年代 か ら調査 ・検討 を行 い,約 董0年かか っ
て,1966年に 「情報の自由に関す る法律」を制定 した。
しか し,本 法について も,(D記録の提供を求めて もその回答が異常に遅れる とか,(2識別できる記
録でない という理 由に より請求 が拒否 され るとか,(3)行政庁 の安全保障上の秘密区分のマー クが付 さ
れた文書 については裁判所 は審査す ることがで きないという最高裁判所の判決が下 され るとか,(4)取
調 べ中の書類で あるとい う理由で記録が開示されない というような事態が発生 した。
この た め,連 邦議 会 は,1974年11月21日,本法 の大 改 正 を行 った。 その改 正 の 目的 は,(1)国民 の情
報 を入手する憲法上の権利 を具体化す ること,{2)政府 を国民に開放すること,(3)民主主義 を維持する
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こと,の 三 つ にあ った。
(4;しかし,大 改正を した1974年の情報 自由法の改正法 も,全 面的 に高 く評価 されているわけでは
な い 。
連邦議会は,1980年代 になる と,情報 自fl」法 と個人のプライバ シー保護 との関係をどう調整す るか
という困難な問題 に直面す るにいたった。すなわち,国 民が行政庁の保持 している資料 を入手する権
利 のあ ることを立 法化すれば,行 政庁 のすべての情報を開示 しなけれ ばな らない ことに なる し,他
方・ プライバ シーの権利を最大限 に保障 しようとすれ ば,個 人 に関す る情報 は開示 してはな らない と
い う こ とにな る。
しか も,プ ライバ シー保 護 法 に規定 され てい る 「もっ ともな理 由(forgoodcause)」とか,「個人
の プ ラ イ バ シ ー の不 当 な 侵 害(unwarrantedillvasiollofpersonalpri、・acy)」とか ,「公 共 の利 益
(thepublicinterest)」とい った抽 象的 な法概 念 を理 由に行政 庁が1青報 の提 供 を拒 否 す る と,こ れ ま
た情 報の公開を認めた理 由は失われることになる。すなわち,こ の抽象的な概 念 を実際 に適用す る場
合にも,明 確 な基準 に基づ く定義 づけが困難なために,今 後 も,こ の抽寒的 な概念の適用 に当っては
混乱 が生ず ることは避 けられない状態にある。
ここに,困 民の情報開示請求権 とプライバ シー権 との二 つを調整 しうるような法制度 を体系化す る
必要性が主張 されている。
C)アメリカの行政立法手続法制の必要性
(1>連邦行 政 手続 法 に よ る と,rulemakillgとい うの は,規 則 を制 定 し,修 正 し,廃 止 す るた めの
行政機 関の手続 であると定義 されている。同法 によると,「規則」 とは,「法又は政策 を実施 し,解釈
し若 しくは規定 し,又 は行政機 関の組織,手 続若 しくは実務規則を定めることを目的 とする行政機関
の意思表示の全部又は一・部であって,一 般的に又は特定の事項 について適用され,且 つその効力が将
来 に及 ぶ もの をい う」(法551条)と定 義 されて い る。
この ような性格 を有す る規則 を行政機関が制定する という機能 は,行 政機関が行使 する機能の うち
で最 も基本的な機能で あ り,ま た重要 な機能の…っであるということができる。 そ して,こ の規則 は
原則的 には法律の権限 に基づいて制定 しなければな らない。すなわち,「規則」 は,法 又 は政策 を実
施 し,解 釈 し若 しくは規定す るものであるか らである(法551条)。
(2)しか し,規 則 は,そ の時 の社 会,政 治,経 済 情勢 のx,.一を うけて制定 され る場 合 もあ る。 こ こ
に,こ のような規則 を起草する行政官が,そ の規則制定権 を濫用 した り,また,公 正 な手続に反する
ような規則 を起草 した りす ることの ない ようにす るための手段が とられなければな らない理 由が あ
る 。
この ような考えに依拠 して,連 邦行政手続法第553条の規定 は,行 政機関に対 し規則 を制 定する場
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合 には,公 正 な,正 当 な手 続 を遵 守 す べ き こ とを求 めて い る。 す なわ ち,ア メ リカ にお い ては,規 則
が利害関係者の権利利益に重要な影響を与えるものである限り,規則制定を規制する方策を民主行政
の立場か ら検討 しなければな ら.ないという考 えが強い。 この ような考えに基 づいて,行 政手続法 を制
定し,行政機関が行う手続に利害関係者の意見を反映させながら規則を制定するという規則制定手続
を明文化 し,体 系化することが必要 とされたの である。
しか し,ア メ リカにおける 「規則制定」の問題 を検討する場合,行 政官の邑「規則制定」権の行使 に
ついて国民の意思 をどのように反映すべ きかが 問題 とな り,さ らに,規 則 を制定する立場 にあ る行政
官が企業 と癒着 し,適 正な規則 を制定 しない場 合があ るのではないか ということが指摘 されている。
これ は,行 政官の専門性 に基 づ く恣意的な裁量権の行使 による規則制定行為 を どのよ うに規制 してい
くか とい う問題 で もあった 。
D)ア メ リカの連邦行政手続法553条の行政立法手続の弱点
アメ リカ連邦行政手続法553条の行政立法手 続 に関する規定の内容 と問題点 を整理 する とつ ぎのよ
うで あ る。
(1>行政機関が実体的規則 を制定する場合,規 則制定 の提案 は連邦公示録 に公告 されることにより
国民 に知 らされ,連 邦公示録 には,{i)公開の規 則制定手続がいつ行われ るのか,そ の 日時,場 所,㈹
規則制定を提案す るに際 しての法律上の根拠,㈹ 規則案 の全文 またはその大要:,また は当該規則 案の
主題 と問題 となるべ き事項 についての説明,が 提示 され るこ とになっている。
{2)連邦公示録 による公告がなされた後 に,行 政機関は,利 害関係人に対 し,文 書 による資料,意
見又は主張を提 出す ることによ り規則制定 に参加す る機 会を与 えなければな らない ことになってい る
(553条(c)項)。
〔3)さらに,行 政機関 は,利 害関係人か ら提出 された資料,意 見,主 張 を検討 した後に,制 定す る
規則にその法的根拠及び目的の概要 を記載 しなければならないことになっている。
(4)また,法 律の規定 により利害関係人 に聴聞の機会 を与 えた後 に,記 録 に基づいて規則 を制定 し
な けれ ばな らな い場 合 に は,第553条(c)項に よらず,第556条及 び第557条が 適 用 され る。
1
この556条の規 定の特色は,(i}証拠調べの主宰官 は行政機関の構成員 と行政審査官で あ り,㈹ 規則
また・は処 分 の提 案者 は挙 証 責 任 を負 う こ と,な どを規 定 して い る こ とで あ り,さ らに,第557条 は,
職員の勧告,第 一次決定 などが行 われる前 に当事者 は自己の主張する事実認定 な どを提幸することが
で きること,利 害関係人及び行政機関の職員等が相互 に一方的 な情報の提供 を行 うことを禁止するこ
と,に つ い て規 定 してい る ところに あ る。
しか し,こ の規則制定手続 については,つ ぎのような点について批判が ある。すなわ ち,(1)この規
則制定手続 は,多 ≦の例外事項があ るため,結 果的 には行政官 に対 し大幅 な裁量権 を認 めることにな
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って い る こ と,(2}第553条(b)項の(3)は,本項 が通 知 また は聴 聞 を行 わ な けれ ば な らな い と規 定 して い
る場合以外 は,「つ ぎに掲 げる事項 には適用 されない」 として,法 律の解釈的規 定や法律 が意図す る
政策,趣 旨などに関す る一般的,抽 象的な説明,行 政機関内部の組織,手 続,:事務 に関 する規則な ど
には,規 則案を連邦公示録に公告す ることを定めている規定 は適用 されないとしているため,規 則案
の立案過程 に直接参加する行政官が法律の 「解釈的規則」であるとか法律の政策や趣 旨を一・般的に説
明す るものであるとい うことを理由に,法 律 を実施 してい くための 「実体的規則」や 「立法的規 則」
に相 当する規則 を行政立法手続 に依拠す るこ とな く,そ の裁量で制定す るこ とが で きるこ と,(3)第
553条(3)項(へ)によると,本 条の規則制定手続 は,「政策 に関 する一般的説明」 については適 用されず,
立法的規則については適用 されるとしているが,法 律の意図や趣 旨に従 って制定 され る立 法的規則 と
法律の趣 旨を説明す る 「政策の説明」 とが どのよ うに異 なるのか,そ の区別 の基準が不明確 である こ
と,(9)「政策の説明」 については規則制定手続 の規制が適用 されないため,そ の制定が行政官の裁量
にまか されている こと,な どの点か ら,行 政手続法第553条の 「規則制定手続」に関 する規 定の実際
上の適用段階において,行 政官の裁量の余地が広いことなどが,こ の規則制定手続の実態 を空洞化 さ
せ てい るの ではな い か とい う こ とが 指 摘 され て い る。
行政手続法553条にきわめて多 くの例外規定 が定 め られ ていることについて は,行 政機関 の規則 を
国民の参加 による開かれた民主的 な手続 によって制定 してい こうとす る考え方 に反するのではないか
とい う批判が強 い。適用除外事項の問題点 として,つ ぎの ような点 をあげる ことが でき る。す なわ
ち,(1)行政官は,複 雑でやっかいな適正手続条項 から解放 されるため,で きるだ け適用除外事項 を拡
大 して適用 しようとすること,② 強力 な利益団体 は,適 用除外事項 については時間 と労力 をかけて間
接 的 に 自己 に有利 に作用 させ よ う と努 め る こ と,(3)第553条(a)(1)項は,軍 事,外 交 上 の問題 につ いて
は規則制定手続 は適用され ない としているが,核 ミサイルの実験 とか核基地の設置な どの ような国民
の生命,身 体 に直接危険を及ぼすおそれのある問題についての規則制定に国民 が関与 することがで き
ない とい う こ とに は疑 問が あ る こ と,(4)第553条(aX2)項は,貸 付 金,交 付 金,扶 助 金 の給 付 に関 連 す
る事項 については規則制定手続が適用 されない としているが,こ れが国民の税金か ら支出 され ること
を考 えると,こ の種 の事案 に関する規則制定過程に国民を参加 させ ることには理由があること,な ど
の点が問題点 として指摘される。
わが国において,こ の種の規則制定手続条項 を制定 した場合に も,同 じような問題が発生する こと
は否定 で きないと思われる。わが国では行政手続法が制定 されたが,規 則制定手続 に関す る規定 はな
く,こ の点の研究を強化 しなければな らない。
E)ア メ リカの行政立法手続 に関す る判例
アメ リカの規則制定手続 に関する判例上の見解 を簡単に整理 すると,つ ぎの ようである。
一113一
明治大学社会科学研究所紀要
(1)アメ リカの行政機関が制定する規則の効力については,現 在 は,法 律 と同 じ効力 を有する と解
され て い る(Sowyerv.UnitedState,10F.2d41G〔2dCir.1926〕;UnitedStatesv.Omsbee,74F.
207〔E,D.Wis.1896〕)。
(2}行政機関が規則 を制定する場 合の聴聞においては,利 害関係者が反証 をあげて争 うというよう
な 権 利 は認 め られ て い な い(Siege]v.AFC,400F.2d778(D.C.Ci10196Q〕)。
(3)行政機関は,行 政機 関自体が独 自に有 している知識 および経験 にもとづいて,規 則 を制定 する
こ とが で き る(ChryslerCorp.v.DepartmentofTransportatlo11,X72F.2d659,669〔6thCir.
1972〕;Chicagov.FPC,458F.2d731〔D.C.CiLl971〕)。
(4)行政機 関の裁決手続 においては,一 般 に厳格な偏見禁止の原則が適用 されているが,規 則制定
手続 にお いて は,裁 決手続 で採 用 され て い るよ うな手 続 は適 用 され ない(UnitedFarmWorkersv.
AgriculturalElnploymentRelations3d696F.2dl2茎6,1221〔9thCir.1983〕)。
〈5)連邦行政手続法553条の適用 を受 ける行政機関の規則 は,同 条項 の要件 に従 って公告 されない
'
場 合 は, 法 的 効 力 を有 し な い(ChryslerCorp.v.Brown,441U.S。281,313〔1979〕)。
(6)行政機関は,連 邦行政手続法第553条に規定す る手続 に代 わる規則制定手続 を定めるこ とはで
きない (Texacov.FPC,412F.2d740〔3dCir.1969〕;NLRBv.Wymal1-GordonCo.,394U.S.759,
764〔1969〕)。
{7)行政機関は,規 則 を制定する場 合には,ま ず第一 に,連 邦行政手続法第553条に従 い,連 邦公
示録 に規則 制 定 の提 案 につ い て公 告 しな けれ ばな らない(BrownExpressv,UnitedStates,607F.
2d695〔5thCir.1979〕)。
(8)行政機関 は,規 則制定 の提案 について,連 邦公示録に公告せずに,行 政機関が選定 した特定個
人 や団体 に通 知 す る こ とは認 め られな い(NLRBv.Wymal1・GordonCo。,394U.S。759,764
〔1969〕〉。
(9)規則制定の公告に掲載 する内容の程度については,規 則案 の全文 を記載することや,規 則案の
詳細 な説明 を記載する ことまで も要求 されているのではな く,規則案の大要 または当該規則案の主題
お よび問題 とな るべ き事 項 が 記載 され て いれ ば よい とされ て い る(SpartanRadiocastit選Co.v.
FCC,619F.2d314,321〔4thCir.1980〕)。
{1①行政機関が規則制定 の提案 について連邦公示録 に公告するに当って,当 該規則 案の問題 となる
べき事項が正 し'く記載 されていれば,た とえ規則案の公告 に記載 された規則 と最終的に採択 され決定
され た規則 とが異 なる場 合 で も,そ れ を理 由 として当該 規 則 が無効 とな る こ とはない(PennzoilCo.
v.FERC,615F.2d360〔5thCir.1981〕)。
ω 規則案の公告は,特 定的,具 体的でなけれ ばな らず,規 則案の問題 となるべき事項の本質的な
部 分 を 省 略 し て は な ら な'い(NationalTourBrokersv.UnitedStates,591F.2d886〔D.C.Cir.
1978))。 ●
G2)連邦行政手続法第553条か らみて,規 則制定への国民参加 については,行 政機 関が連邦公示録
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に規則案 を公 告 し,そ の公告 のなかに,利 害関係人 は文書 による資料,意 見又 は主張 を当該行政機関
に送達 すべ きであ る と記載 され て いれ ば,そ れ で要件 を充 足 して い る と され てい る(C .M.L.Chens
v.UnitedStates,198F.Supp.902〔Cast .Cir.1961〕)。
(13)最高裁判所 は,連 邦行政手続 法弟553条は略式の規則制定手続 を定め ている ものである とし,
同条の規定す る手続 よりも厳 しい要件を規則制定手続 に求 めることは,裁 決手続において採用 され て
きた聴聞 の厳格 な手続 を規則制定手続 にまで及 ぼす結果にな ると判示 し,さ らに,裁 判所 が利害関係
人に行政手続法が定めている規則制定手続以外の手続を認めることは,行政機関の裁量権の範囲内に
立 ち入 る こ とで あ り,そ れ は裁 判所 の職 務 で はない と判 示 した(VermontYankeeNuclearPower
Corp.v.NationalResourcesDefenceCouncil,435U.S.516〔1978〕)。
むすび
以上,わ が国の行政手続 とアメリカの適正手続 について簡単 に考察 してきたが,そ の重要 な点 は,
行政処分手続,情 報公開制度,行 政立法手続の三点である。わが国の場合,行 政処 分手続 についての
行政手続法が制定 された。 しか し,情 報公開制度及び行政立法手続については,尚,適 正手続の立場
か らの法制度が確立 していない。
わが国の場 合,情 報公開制度 については,地 方公共団体において認めている事例が多 くなってきて
い るが,問 題 は,法 律 によって情報公開制度 が制定 され るか どうか ということである。アメ リカで
は,情 報 自由法の制定後,1976年に,行 政機関会議公開法(サ ンシャイ ン法)が 制定 されている。わ
が国において も,行 政手続法の充実を期すためには,情 報公開法の制定が必要であると考 える。
また,わ が国の行政手続法においては,申 請 に対す る処分及び不利 益処分のうちいわゆる通知 と聴
聞の手続 が求め られてし}るのは,不 利益処分 であるため,申 請 に対する処分 について通知 と聴聞の適
正手続 が どこまで認 め られ るかが今後の問題 として残 るであろう。 また,行政立法手続法の検討を急
がなけれ ばな らない と考える。
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